
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
③消費下支え等を通
じた生活者支援

プレミアム付デジタル地域通貨事業

①エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受けた市民への支援として、プレミアム付
デジタル地域通貨事業の実施により、プレミアムポイントを発行し、消費を下支えする。
②プレミアム付デジタル地域通貨事業の実施に要する経費
③全体事業費　43,790千円
・デジタル地域通貨システム運営等委託料　　　　：18,040千円
・プレミアム付デジタル地域通貨運営支援委託料：  2,500千円
・プレミアム付デジタル地域通貨事業委託料　　　：23,250千円
　（プレミアム率30％）
　還元対象チャージ額5,000円に対して、30％のプレミアム率（1.5千円）をポイント還元
　（プレミアム率20％）
　還元対象チャージ額5,000円に対して、20％のプレミアム率（1千円）をポイント還元
④市民

R7.4 R8.3

2

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

障害福祉事業所支援金事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響により経費が増加する中、その影響を
価格に転嫁することができず、公定価格でサービスを維持しながら運営を続けている障
害福祉事業所に対し、支援金を交付することで事業者の負担を軽減する。
②障害福祉事業所への支援金給付に要する経費
③全体事業費：2,015千円
（事業費内訳）
  （１）事業所区分：入所・居住系　　　事業費：1,090千円
  （２）事業所区分：通所系　　　　　　　事業費：  775千円
  （３）事業所区分：訪問系　　　　　　　事業費：  150千円
④市内に障害福祉事業所を有する事業者で令和６年度または令和７年度にサービス等
を提供した実績がある事業所

R7.4 R8.3

3

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

介護サービス事業所等支援金事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響により経費が増加する中、その影響を
価格に転嫁することができず、公定価格でサービスを維持しながら運営を続けている介
護サービス事業所等に対し、支援金を給付することで事業者の負担を軽減する。
②介護サービス事業所等への支援金給付に要する経費
③全体事業費9,055千円
（事業費内訳）
  （１）事業所区分：入所・居住系　　　　事業費：4,660千円
  （２）事業所区分：通所系　　　　　　　　事業費：2,845千円
  （３）事業所区分：訪問系　　　　　　　　事業費：1,550千円
④市内に介護サービス事業所または高齢者施設を有する事業者で令和７年度にサービ
ス等を提供した実績がある事業所

R7.4 R8.3
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4

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

医療施設等支援金事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響により経費が増加する中、その影響を
価格に転嫁することができず、公定価格でサービスを維持しながら運営を続けている医
療施設等に対し、支援金を交付することで事業者の負担を軽減する。
②医療施設等への支援金給付に要する経費
③全体事業費5,170千円
（事業費内訳）
・支援金　5,170千円
　（１）病院数及び病床数による積算　　　　　　　　　　　事業費：1,000千円
　（２）有床診療所：180千円/施設　　　　 　　　　　　　　 事業費：  180千円
　（３）無床診療所：90千円/施設　　　　　　　　　　　　　 事業費：2,340千円
　（４）訪問看護ステーション、助産所：50千円/施設 　事業費：  150千円
　（５）薬局、あん摩マッサージ指圧師、はり師、
　　　 きゅう師、柔道整復師：25千円/施設　　　　　　　 事業費：1,500千円
④市内で医療施設等を開設している事業者で、令和６年度に香川県が実施した「香川県
医療・福祉施設応援金事業」の対象となる事業者

R7.4 R8.3

5

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

就学前施設支援金事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響により運営経費が増加する中、その影
響を施設利用料等に転嫁することができず、公定価格による委託料でもって運営を続け
ている私立就学前施設に対し、光熱費及び食料費等の負担の増大を軽減し、栄養バラ
ンスや量を保った給食の質の維持や保育施設の安定的な運営を支援する。
②私立就学前施設への支援金給付に要する経費
③全体事業費450千円
（事業費内訳）
・施設区分：私立保育所、認定こども園 　事業費：450千円
④市内の私立就学前施設

R7.4 R8.3


